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を据えて，「＜基本目標①＞ 地方にしごとをつくり，安心して働けるようにする･･･2020年までの 5 年
間の累計で地方に30万人分の若者向け雇用を創出，＜基本目標②＞地方への新しいひとの流れをつくる
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  全国レベルの就業者数に関する情報源としては，次の 3 つが代表といえる。
　①国勢調査 [3] ･･･ 全数調査
　②労働力調査 [4] ･･･ およそ10万人規模の標本調査
　③国民経済計算 [5] ･･･ 国勢調査と労働力調査をもとに就業者数や雇用者数を推定
通常であれば国勢調査の精度が突出しているはずだが，既述した通り，時系列的な精度が期待しにく
いだけでなく，標準産業分類との関係から，①～③はそれぞれに利点と難点を持っている（詳細は補
足 1 を参照のこと）。それゆえ， 2 節では主に②と③によって全国レベルでの産業構造の変化を検証
し， 3 節以降で国勢調査①のデータを用いる。














農業，林業 1980 ～ 2015年すべて連続，2005年新分類集計が農林業となっているた
め，すべて農林業とした
農林業
建設業 1980 ～ 2015年で連続 建設業
製造業 1980 ～ 2000年と2005 ～ 2015年が連続，2005年以降に新聞・出版が情報
通信業へ移動
製造業
運輸業，郵便業 1980 ～ 2000年は運輸通信業，2005年以降とは接続不可，第11回で情報
通信と運輸が分離，郵便局は複合サービスへ，旅行は他サービスへ
運輸郵便
情報通信業 常住地は2005 ～ 2015年，従業地は2010 ～ 2015年，第12回で郵便が運輸
郵便へ
情報通信




金融業，保険業 1980 ～ 2015年で連続 金融保険




サービス業 1980 ～ 2000年，第11回以降はより細かい分類に分散された サービス
宿泊業，飲食サービス業 常住地は2005 ～ 2015年，従業地は2010 ～ 2015年，第12回で卸小売のケー
タリングが加わる
飲食宿泊
医療，福祉 2005 ～ 2015年 医療福祉
教育・学習支援業 2005 ～ 2015年 教育
学術研究，専門・技術サービ
ス業
常住地は2005 ～ 2015年，従業地は2010 ～ 2015年，第12回でその他のサー
ビス業から分離
学術専門
生活関連サービス業，娯楽業 常住地は2005 ～ 2015年，従業地は2010 ～ 2015年，第12回でその他のサー
ビス業から分離
生活関連
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　図 1 は，1953年以降における 3 産業就業構造の変遷を三角グラフで表している。高度成長期は第 2 次
産業と第 3 次産業の就業者割合がほぼ並行して増加し，その後は1973年のオイルショック，1990年のバ
ブル崩壊という 2 つの段階を経て，ポスト工業化が進んだ。1990年以降はほぼ第 3 次産業の就業者だけ
が増えている。










図 1 　1953 ～ 2016年における就業者の３産業構成の三角グラフ
　　　　　　　　　　　　　　　（出所：総務省統計局『労働力調査』[4] のデータから作成）
図 2   1970 ～ 2017年における生産年齢人口（右目盛）と就業者数（左目盛）の推移
　　　　　　（出所：総務省統計局『人口推計』[6]、『国勢調査』[3]，『労働力調査』[4]のデータより作成）
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表 2 　1994 ～ 2016年の主要産業別就業者数増減と増減率（単位：万人，③国民経済計算）
1994 2016 増減 増減率
農林水産 484 260 -224 -46%
製造業 1403 1017 -387 -28%
建設業 691 496 -195 -28%
卸小売業 1162 1151 -12 -1%
運輸郵便 365 396 31 8%
宿泊飲食 423 410 -13 -3%
情報通信 129 184 55 42%
金融保険 202 170 -32 -16%
不動産他 98 112 14 14%
学術専門 457 582 125 27%
公務 200 195 -5 -2%
教育 204 190 -14 -7%
医療福祉 354 845 491 139%
総計 6705 6699 -6 0%
　　　　　　 （出所：経済社会総合研究所『国民経済計算』[5]のデータより算出）







表 3 　2007 ～ 2017年における増減数が大きかった中分類産業（単位：万人，②労働力調査）
増減 増減率 増減 増減率
全産業 118 1.8% 不動産業，物品賃貸業 12 10.6%
農業 -51 -20.7% 学術研究，専門・技術サービス 32 16.2%
建設業 -54 -9.8% 　専門サービス業 15 18.5%
製造業 -113 -9.7% 　技術サービス業 20 25.6%
　繊維工業 -22 -32.4% 宿泊業，飲食サービス業 11 2.9%
　金属製品製造業 -20 -17.2% 　持ち帰り・配達飲食サービス業 20 54.1%
　生産用機械器具製造業 -13 -16.0% 教育，学習支援業 36 12.9%
　電子部品デバイス等製造業 -17 -22.4% 　学校教育 19 9.8%
　電気機械器具製造業 -17 -21.5% 　その他の教育，学習支援業 17 20.0%
　輸送用機械器具製造業 12 10.3% 医療，福祉 235 40.6%
情報通信業 21 10.9% 　医療業 79 25.2%
　通信業 -11 -40.7% 　社会保険・社会福祉・介護事業 154 59.9%
　情報サービス業 25 21.2% 複合サービス事業 -14 -19.7%
　インターネット附随サービス 8 133.3% サービス業（他に分類されない） -49 -10.3%
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いる。さらに，1985 ～ 2000年より2000 ～ 2015年の方が逓増性は強くなっている。
　「人口が増えるまちと減るまちの境界人口」は，回帰式（1）および（2）において左右の人口が等し





図 5 　2000年の人口（対数）と2000 ～ 2015年の人口増減率
　　　　　　　　　　（出所：総務省統計センター，『国勢調査』[3] のデータより作成）
図 6 　 5 年間隔および10年間隔で求めた「人口が増えるまちと減るまちの境界人口」
　　　　　　　　（出所：総務省統計センター，『国勢調査』[3]のデータより作成）
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図 7 　地元率60 ～ 97％のまちの2000年人口と2000 ～ 2015年人口増減率（2015年行政区分）
（出所：総務省統計センター，『国勢調査』[3]より作成）






 4 . 1　人口と産業別の就業者数
　図 8 は2015年における人口と卸小売業の常住地，常住地補正および従業地就業者数の両対数プロット
である。相関係数はすべて0.99であり，人口を P ，就業者数を L としたとき，次の回帰式が得られる。
　（5）常住地： log10 L＝1.118log10 P－1.714（p <0.1％）
　（6）常住地補正：log10 L＝1.134log10 P－1.769（p <0.1％）
　（7）従業地　log10 L＝1.148log10 P－1.920，（p <0.1％）
ここでも指数はすべて1.0より大きく，人口に対して卸小売業就業者数は逓増性を示している。
図 8   2015年における人口と卸小売業の常住地および従業地就業者数
　　　　　　　　（出所：総務省統計センター，『国勢調査』[3] より作成）
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　日常的な購買を考えると，卸小売業の主要な顧客は地域住民であり，人口と就業者数が強く相関する
ことはごく自然の結果といえる。一方，指数が 1 を超える点について，たとえば（6）式は




ネスを展開する一方，地方ではシャッター通り化が進んでいる。図 8 と図 9 は，この現実を表している
ともいえよう。













図10 a  2015年の人口と人口1000人当たり情報通信業の常住地補正および従業地就業者数
図10 b　2015年の人口と人口1000人当たり金融保険の常住地補正および従業地就業者数
図10 c  2015年の人口と人口1000人当たり農業の常住地補正および従業地就業者数
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図10 d  2015年の人口と人口1000人当たり公務の常住地補正および従業地就業者数
図10 e  2015年の人口と人口1000人当たり医療福祉の常住地補正および従業地就業者数
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表 4   1980年以降における主要産業の相関係数
農 建設 製造 卸小 金融 公務
1980 常住地 0.62 0.96 0.92 0.99 0.96 0.96
1985 常住地 0.62 0.97 0.92 0.99 0.97 0.96
1990 常住地 0.61 0.97 0.93 0.99 0.97 0.96
1990 従業地 0.61 0.96 0.92 0.98 0.94 0.93
1995 常住地 0.62 0.98 0.94 0.99 0.97 0.96
1995 従業地 0.62 0.96 0.91 0.98 0.95 0.93
2000 常住地 0.62 0.98 0.94 0.99 0.97 0.96
2000 従業地 0.61 0.96 0.91 0.98 0.95 0.93
農 建設 製造 情報 卸小 金融 医福 公務
2005 常住地 0.62 0.98 0.94 0.93 0.99 0.98 0.99 0.96
2005 常住地補 0.63 0.98 0.94 0.93 0.99 0.98 0.99 0.96
2005 従業地 0.61 0.96 0.91 0.92 0.98 0.95 0.97 0.93
農 建設 製造 情報 卸小 金融 学術 医福 公務
2005 常住地遡 0.62* 0.98 0.94 0.92 0.99 0.97 0.96 0.99 0.96
2010 常住地 0.62 0.98 0.94 0.93 0.99 0.98 0.97 0.99 0.96
2010 常住地補 0.64 0.98 0.94 0.93 0.99 0.98 0.97 0.99 0.96
2010 従業地 0.61 0.96 0.91 0.92 0.99 0.95 0.94 0.98 0.93
2015 常住地 0.63 0.98 0.94 0.94 0.99 0.98 0.97 0.99 0.96
2015 常住地補 0.65 0.98 0.95 0.94 0.99 0.98 0.97 0.99 0.96








農 建設 製造 卸小 金融 公務
1980 常住地 0.62 0.89 1.16 1.18 1.32 0.94
1985 常住地 0.61 0.89 1.16 1.17 1.33 0.92
1990 常住地 0.59 0.91 1.16 1.17 1.34 0.90
1990 従業地 0.60 0.91 1.16 1.19 1.47 0.88
1995 常住地 0.60 0.91 1.16 1.17 1.33 0.88
1995 従業地 0.59 0.91 1.16 1.19 1.43 0.86
2000 常住地 0.60 0.90 1.17 1.15 1.31 0.87
2000 従業地 0.60 0.90 1.17 1.17 1.39 0.85
農 建設 製造 情報 卸小 金融 医福 公務
2005 常住地 0.58 0.92 1.16 1.50 1.14 1.29 1.02 0.88
2005 常住地補 0.59 0.93 1.17 1.51 1.15 1.29 1.03 0.89
2005 従業地 0.58 0.92 1.16 1.58 1.17 1.38 1.05 0.86
農林 建設 製造 情報 卸小 金融 学術 医福 公務
2005 常住地遡 0.56* 0.93 1.16 1.46 1.14 1.29 1.26 1.03 0.88
2010 常住地 0.58 0.93 1.15 1.48 1.13 1.28 1.26 1.02 0.87
2010 常住地補 0.59 0.95 1.16 1.49 1.14 1.29 1.27 1.04 0.88
2010 従業地 0.57 0.93 1.15 1.53 1.16 1.36 1.27 1.05 0.84
2015 常住地 0.57 0.93 1.15 1.47 1.12 1.28 1.24 1.02 0.84
2015 常住地補 0.58 0.95 1.17 1.49 1.13 1.29 1.26 1.03 0.86








相関係数 r が0.95以上 ⇒ 地域人口に強く依存する産業＝人口強依存
相関係数 r が0.7以上，0.95未満 ⇒ 地域人口にある程度依存する産業＝人口弱依存
相関係数 r が0.7未満 ⇒ 地域人口にそれほど依存しない産業＝人口非依存
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したがって，各産業は指数と相関係数により 9 区分のいずれかに振り分けられる。






 5 ．ポスト工業化の実相 ･･･ 議論に代えて
　表 7 は，1994年から2016年までにおける主な産業別の名目GDP，就業者数および就業者一人当たり
名目GDPの変化を示している。GDPが増えたのは情報通信，学術専門，医療福祉，減ったのは農林水







表 7 　1994 ～ 2016年における名目GDP，就業者数，就業者一人当たり名目GDPの増減と増減率，およ
び2016年の就業者一人当たりGDP
GDP 就業者数 一人当たりGDP 一人当たり
GDP 2016年
増減 ％ 増減 ％ 増減 ％
農林水産業 -3545 -36.4% -225.6 -46.4% 3.76 18.8% 23.8
製造業 -4455 -3.8% -394.6 -28.0% 28.03 33.6% 111.5
建設業 -10769 -26.6% -195.0 -28.3% 1.39 2.4% 60.1
卸小売業 5517 8.1% -14.3 -1.2% 5.54 9.4% 64.5
運輸郵便 -52 -0.2% 32.1 8.8% -6.14 -8.3% 68.0
宿泊飲食 -2678 -17.2% -11.1 -2.6% -5.53 -15.0% 31.4
情報通信 11438 74.3% 52.1 40.0% 28.95 24.5% 147.3
金融保険 -3845 -14.6% -31.8 -15.8% 1.78 1.4% 132.2
不動産業 11717 23.7% 12.0 12.3% 51.46 10.2% 556.6
学術専門 15154 62.9% 125.0 27.5% 14.71 27.7% 67.8
公務 2699 11.3% -4.8 -2.4% 16.85 14.0% 137.2
教育 1533 8.6% -14.9 -7.3% 14.88 17.1% 102.1
医療福祉 16840 80.6% 496.2 141.7% -15.09 -25.3% 44.6
他サービス -4125 -15.2% 166.0 36.1% -22.16 -37.7% 36.6
合計 34371 6.9% -13.1 -0.2% 5.29 7.1% 79.9
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